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概要 

2011 年の東日本大震災においては、市町村等行政自体が大きな損害を受けたため、地域

コミュニティにおける相互の助け合いである共助が重要な役割を果たした。このような共助

の防災活動を促進する観点から、2013 年の災害対策基本法改正において、地域住民及び事

業者による自発的な防災活動計画である「地区防災計画制度」が創設された。本稿では、こ

の「地区防災計画制度」創設の経緯並びに同制度の現状及び課題について考察を行う。 
 

１. はじめに 
1.1 背景 

1995 年の阪神・淡路大震災では、地震に伴う家屋の倒壊や火災によって亡くなった人が

多かったが、大規模広域災害であるため、行政が全ての被災者を救出することが難しく（公

助の限界）、共助の重要性が主張されるようになった。その後、2011 年の東日本大震災では、

地震や津波によって、市町村自体が被災してしまい、行政が被災者を助けることが難しい地

域も多かった（公助の限界）。そのような中で、地域コミュニティでは、生き残った地域住

民等が助け合ってその危機を乗り越えた。 
このような例を踏まえ、地域コミュニティにおける共助による防災活動を促進し、地域防

災力1の向上を図るために、2013 年６月「災害対策基本法」を改正し、地域住民及び事業者

2による地域コミュニティにおける自発的な防災活動に関する計画である「地区防災計画制

度」が創設された。そして、2014 年３月には、地区居住者等向けに内閣府から「地区防災

計画ガイドライン」が公表され、同年４月から同制度が施行されている。 
現在、首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模広域災害の発生が懸念される中で、「地

区防災計画制度」は、地域防災力を向上させる手段として不可欠なものとなりつつある。 
 

                                                   
1 地域防災力については、矢守（2011）188 頁、鍵屋（2005）３頁、田中（2007）227 頁以下参照。 
2 災害対策基本法の「地区防災計画制度」に関する条項では、地区居住者及び事業者（地区居住者等）と

いう用語を使用しているが、本稿では、便宜上、これらについて、地域住民等、地域住民及び事業者とい

う用語を使用している。 
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1.2 先行研究 
関連する先行研究としては、伝統的な災害対策法制の全体像について生田編（2010）、武

田（2011）等があるが、前者は東日本大震災発生前の、後者は東日本大震災発生直後のもの

であり、東日本大震災での地域コミュニティにおける共助に基づく防災活動については、ほ

とんど触れられていない。また、下山（2010）は、共助に関する防災法制の課題について整

理しているが、東日本大震災発生前の課題を整理したものである。 
東日本大震災後を受けたものとしては、生田（2013b）、武田（2012）等があるが、2013

年の「災害対策基本法」の改正前のものであり、地域コミュニティの共助からの分析は、ほ

とんど行われていない3。 
2013 年の「災害対策基本法」の改正について述べたものとしては、小宮（2013）、志田

（2013）、内閣府（2013）等があるが、あくまでも法改正全般を扱うものである。また、生

田（2013a）139 頁では、地区防災計画の例について書かれているが、「地区防災計画ガイド

ライン」が公表される前のものである。佐々木（2014）は、「地区防災計画制度」を復興ま

ちづくり・防災まちづくりに活用する考え方について、他の改正事項と絡めて説明している

が、テーマの関係から、同制度創設の経緯等については、あまり触れられていない。 
「地区防災計画制度」創設からの経緯を踏まえた分析としては、地域防災力の向上と地域

コミュニティの活性化の関係について、ソーシャル・キャピタル的な観点から分析を行った

守・西澤・筒井・金（2014）、西澤（2014a）、法律学の観点から分析を行った井上・西澤・

筒井（2014）、西澤・筒井（2014c）、「地区防災計画ガイドライン」のテキスト・解説である

西澤・筒井（2014a）、同（2014e）、同（2014g）、情報通信の観点から分析を加えた西澤・

筒井・金（2014）、西澤・筒井（2014d）、NPO やボランティアによる共助を踏まえた分析

を行った西澤・筒井（2014b）、防災白書に関する解説を行った金（2014）、西澤・筒井（2014f）、
「地区防災計画制度」に基づく防災活動と中国の地域コミュニティである「社区」の防災活

動を比較した金（2015）、BCP との関係も踏まえた西澤（2014b）等がある4。 
 
1.3 本稿の狙い 
従来は、災害発生時の地域コミュニティでの相互の助け合いである共助による支援活動5

に関する法制的な観点からの分析は、ほとんど行われていないが、「地区防災計画制度」創

設以後に、多様な観点からの分析が試みられている。 
そこで、本稿では、西澤・筒井（2014c）を深める形で、「地区防災計画制度」の創設の経

                                                   
3 2012 年の同法改正については、伊藤（2012）参照。 
4 共助について、三浦・西澤・筒井（2013）参照。地区防災計画と類似する BCP や DCP について整理し

た丸谷（2013）も参照。 
5 災害時の共助の概念については議論のあるところであるが、本稿では、発災直後等において、地域コミ

ュニティの住民等が主体的に相互に助け合うことであると解する。共助の概念については、下山（2010）
226 頁、井上・西澤・筒井（2014）39 頁、金（2015）等参照。 
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緯、特に法制化からその運用までを整理するとともに、同制度の施行後の現状と課題につい

て検討を行う。なお、本稿における意見・分析は、著者の私見である。 
 
２．大規模広域災害と災害対策基本法の改正 
2.1 災害対策基本法の制定等 
災害対策法制については、①被災者救助の仕組みが 1947 年の「災害救助法」を契機に創

設された時期、②伊勢湾台風の教訓を踏まえ、1961 年に「災害対策基本法」が制定された

時期、③1976 年の駿河湾地震説（東海地震説）の発表を契機として、1978 年に「大規模地

震対策特別措置法」等が制定された時期、④1995 年の阪神・淡路大震災を契機として、1998
年に「被災者生活再建支援法」が成立した時期に分けられる6。 
①～③の時期は、行政の「公助」に頼るという考え方が中心であり、「災害対策基本法」

でも、行政の責務が最初に強く打ち出されている7。同法に規定された防災計画では、国レベ

ルの総合的かつ長期的な計画である防災基本計画、地方レベルの都道府県及び市町村の地域

防災計画等が規定されており、行政の各レベルで防災活動が実施される仕組みである8。 
④の時期以降の地域コミュニティにおける共助の動きの拡大を受けて、共助に関する規定

が災害対策基本法に盛り込まれた（下図参照）。以下、阪神・淡路大震災及び東日本大震災

での地域コミュニティにおける共助の動きの拡大について触れておきたい。 
 

 
図 災害対策法制の整備の流れ（著者作成） 

                                                   
6 大矢根・浦野・田中・吉井編（2007）56 頁以下、吉井（1996）127 頁以下参照。 
7 同法第３条～第５条参照。 
8 同法第３章参照。 
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2.2 阪神・淡路大震災での共助の動きの拡大 
1995 年の阪神・淡路大震災では、倒壊した家屋による圧死や火災による焼死が多く、倒

壊した家屋から救出された人の約８割が、地域コミュニティの人々によって救出された9。

これは、消防等が、閉じ込められた人の救出と消火活動を同時に実施する必要に迫られ、対

応能力が限界をむかえたためである（公助の限界）。 
このような教訓を踏まえ、大規模災害発生時には、地域コミュニティの共助による防災活

動の重要性が指摘されるようになり10、これを契機として、例えば、神戸市では、地域コミ

ュニティの防災活動と福祉活動を組み合わせた防災福祉コミュニティ事業を開始した11。ま

た、都市づくりの関係者も防災という観点を重要視するようになった12。 
 
2.3 東日本大震災での共助の動きの拡大 

2011 年の東日本大震災では、地震や津波によって多くの死者・行方不明者が発生した。

そして、岩手県大槌町において、町長をはじめとする町の幹部や職員が津波によって多数死

亡し、行政機能が麻痺したように公助の限界がみられた。 
このような状況において、岩手県釜石市において、小学校や中学校の児童や生徒が高齢者

を介助しながら避難を行ったり、児童や生徒の行動の影響を受けて、地域コミュニティの

人々が一緒に避難したように、共助による活動が重要な役割を果たした13。 
また、地域コミュニティにおいて、①倒壊した自宅から共助によって救出されたり、②助

け合って避難を行ったり、③助け合って避難所の運営を行ったり、④助け合って在宅避難を

行った例がみられた14。 
 
３．地区防災計画制度の創設 
このような地域コミュニティにおける共助の動きを受け、災害対策基本法の改正が行われ

た。阪神・淡路大震災での教訓を踏まえ、1995 年改正でボランティアに関する規定が追加

され、また、東日本大震災での教訓を踏まえ、2012 年改正で、教訓伝承、防災教育の強化

等に関する規定15等が盛り込まれた。 
しかし、共助の促進の観点からは、多くの課題が残されたため、その後の「地区防災計画

                                                   
9 河田（1997）参照。 
10 内閣府（2010）１頁～、同（2014a）４～５頁参照。また、矢守・吉川・網代（2005）17 頁以下は、

このような前提の下で地域住民が災害対処に関する合意を形成する手段として、防災ゲーム「クロスロー

ド」を紹介している。 
11 内閣府（2014a）28 頁、同（2013）32 頁、内閣府（2014b）別冊 14 頁参照。 
12 立木（2007）参照。室﨑（2005）では、防災に強い都市づくりの課題について述べる中でコミュニテ

ィレベルでの防災計画づくりを推奨し、「地区防災計画制度」の法制化やガイドライン作成に強い影響を与

えた 
13 内閣府（2014a）６頁参照。 
14 内閣府（2014a）７頁参照。 
15 同法第７条及び第 46 条。 
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制度」の創設を含む 2013 年改正につながった。以下では、「地区防災計画制度」に関する関

係有識者会議、国会、関係府省等における議論について整理する。 
 
3.1 「災害対策法制研究会」・「防災対策推進検討会議」を受けた法制化の検討 
「地区防災計画制度」に関する代表的な議論を行った有識者会議としては、「災害対策法

制のあり方に関する研究会」（座長：林春男京都大学教授）及び「防災対策推進検討会議」

（座長：内閣官房長官）がある。 
前者は、災害対策法制のあり方を検討するため、2011 年９月～12 月に開催された。 
「地区防災計画制度」に賛成の立場から、①住民主体の地区防災計画の策定等に関して、

自主防災組織の業務として、地区防災計画を法定化すべきとする意見、②援護者対策等地区

でしか解決できないようなことは、地区に委ねるべきとする意見、③河川流域の協議会を例

に、行政と地域住民が、連携して地域の防災に取り組む重要性を指摘する意見、④対象地区

には、広いものから狭いものまで含まれるという意見等があった。一方、反対の立場からは、

⑤都市部等には町内会や自治会に入っていない者が多く、地区防災計画を作成する自主防災

組織がつくりにくいとか、住民主体の地区防災計画は難しく、地区防災計画を法定してしま

うと活動がやりにくいという意見があった16。 
前者の議論を引き継いだ後者は、東日本大震災の教訓を総括し、防災対策の充実・強化を

図るため、2011 年 10 月～2012 年７月に中央防災会議専門調査会として開催された。 
同制度に賛成の立場からは、①地域に根差した計画づくりに住民が関わっていくのはいい

取組であり、地域の防災力を高めていく具体的な手段として意味がある等の意見があった。

一方、反対の立場からは、②制度として位置付けて全国的に展開するのは、現実的でなく、

都市部では難しく、制度として位置付けて全国で進めると、その担い手に過剰な負担がかか

る等の意見があった17。 
 そして、2012 年７月の中央防災会議（2012）では、「コミュニティレベルで防災活動に関

する認識の共有や様々な主体の協働の推進を図るため、ボトムアップ型の防災計画の制度化

を図り、可能な地域で活用を図るべきである。」18とされた。 
 これを踏まえ、災害対策基本法の改正が行われた。モデルとなったのは、自主防災組織の

取組のほか19、①地域の防災活動と福祉活動を組み合わせた神戸市の「防災福祉コミュニテ

ィ」20、②京都市の「身近な地域の市民防災行動計画」21、③東京駅周辺の事業者が中心とな

                                                   
16 同研究会議事概要参照。 
17 同会議議事概要参照。 
18 中央防災会議（2012）31 頁参照。 
19 消防庁（2011）158 頁以下参照。 
20 内閣府（2014a）28 頁、内閣府（2014b）別冊 14～15 頁、内閣府（2013）32 頁、神戸市（2010）参

照。阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、神戸市内全域 191 地区で結成されており、平常時の福祉的活動と

ともに、災害時も活動できる組織である。 
21 内閣府（2014a）27 頁、内閣府（2014b）別冊 10～11 頁、内閣府（2013）33 頁、京都市消防局
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り、帰宅困難者対策を行っている「東京駅周辺防災隣組」の事例等である22。 
制度の創設に当たっては、計画の作成主体の在り方が論点となった。具体的には、①自主

防災組織の高齢化や形骸化等を踏まえ、計画の作成主体を事業者と捉える考え方と②地域住

民や自主防災組織を中心に捉える考え方があった。①は主に都市部を想定し、②は主に地方

を想定した考え方であったが、最終的には、各地区の特性を活かし、多様な活動計画を推進

する観点から、計画の作成主体を地域住民及び事業者とすることになった23。 
また、①従来の自主防災組織による計画や②都市再生安全確保計画との関係も問題になっ

た。この点、①については、従来法律的な位置付けもなく個々の地区でバラバラに作成され

ていた自主防災組織の防災計画を市町村の地域防災計画に位置付けることによって地域コ

ミュニティ全体の防災力の向上が期待できると整理された。また、②については、都市再生

安全確保計画が、都市の帰宅困難者対策のため、行政と大規模事業者が中心となって作成す

る計画であるのに対して、地区防災計画は、地域防災力向上のため、地域コミュニティの住

民や事業者が作成する計画であり、その性格が大きく異なると整理された。 
 
3.2 国会での議論 
国会での審議についてみると、委員から地区防災計画と地域防災計画の関係について質問

があり、政府からは、地区防災計画の規定を活用して、住民からのボトムアップで、（地方）

議会と一体となるような環境をしっかりつくっていく旨の説明があった24。また、委員から

地区防災計画の運用の在り方についても質問があり、政府からは、ガイドライン作成、モデ

ル地区設定によって、地区防災計画制度を広めていく旨の説明があった。さらに、委員から

は、ガイドラインをつくって、模範解答のような地区防災計画をつくると、全国で同じよう

なものがつくられるので、マニュアルだけでなく、専門家の雇用、教育、地域にあった計画

を作成することが重要である旨の指摘があった25。そして、同日の同委員会の附帯決議では、

地区防災計画について、地域の災害危険を自治体との共通認識とし、現実的な防災対策を共

同して進めることができるようにする旨の記述が盛り込まれた。 
参議院災害対策特別委員会では、委員から、地区防災計画を作る上での国のサポートにつ

                                                   
（2010）参照。京都市では、市内全域で自主防災組織が結成され、町内会単位の「自主防災部」、「自主防

災部」を小学校区単位で束ねた「自主防災会」が組織されている。自主防災部では、町内版防災計画であ

る「身近な地域の市民防災行動計画」が作成されている。 
22 東京駅周辺防災隣組（2012）、内閣府（2014a）32 頁、内閣府（2014b）別冊 19～20 頁参照。2004 年

に設立し、千代田区より帰宅困難者対策地域協力会として指定され、区と連携した帰宅困難者避難訓練の

実施、まちの防災・防犯機能の向上等に取り組んでいる。また、発災時の活動ルールを定めて、千代田区

地域防災計画にも盛り込まれている。 
23 原田（2013）、佐々木（2014）、西澤・筒井（2014c）参照。なお、内閣府の検討段階では、佐々木晶二

災害対策法制企画室長（大臣官房審議官）が都市計画的な考え方を背景に①説を、原田保夫政策統括官

（現復興庁事務次官）や消防庁関係者が②説をとり、内閣府法制局での審査を経て、計画提案制度が導入

されるに至り、最終的に①及び②の折衷的な考え方になったといわれている。 
24 衆議院災害対策特別委員会５月 10 日議事録第５号 53 頁以下参照。 
25 同５月 23 日議事録第９号 85 頁以下参照。 
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いて質問があり、政府からは、地区防災計画に関するガイドラインの作成、モデル地区の設

定等により、地区防災計画の普及、定着に取り組む旨の説明があった26。 
また、参考人質疑では、委員からの災害時要援護者の避難に関する質問に対して、室崎益

輝公益財団法人ひょうご震災記念 21 世紀研究機構副理事長から、地区防災計画は、地元の

発意で作ることになっているが、そのプロセスの中で、コミュニティ単位で、誰が誰を一緒

に逃がすのか等を具体的に考え、（住民が）リアリティーのある問題として受け止めれば（制

度が）進むが、それを単に、コミュニティに押し付けてはいけないので、行政が上手に後押

しをすることが重要である旨の指摘があった。さらに、委員からは、地区防災計画は、自助

の精神を、住民参加型の自発的な行動計画として位置付けるのは意義があるが、自助を強調

し過ぎると、自助の限界を早い段階で露呈してしまうとの指摘があった。これに対して、室

崎副理事長は、自助、公助及び共助の関係は、どちらが重要かは大切ではなく、それぞれが

自分の持てる力を全て発揮して責任を果たすことが重要であり、大災害では、自助と公助の

足りないところを共助とか互助等ボランティアケアやコミュニティケアで補っていくこと

や、人間としての助け合いをうまく組み合わせることが重要である旨指摘した27。そして、

衆議院と同旨の附帯決議が付され可決された28。 
 
3.3 地区防災計画制度の概要 
地域住民及び事業者の共助による防災活動を促進し、地域防災力を向上させる観点から創

設されたのが同制度である。 
同制度は、地域住民及び事業者が行政と連携して共同して行う防災活動に関する計画であ

り、同計画が市町村地域防災計画に盛り込まれることによって、市町村地域防災計画に基づ

く市町村の防災活動と地区防災計画に基づく地域コミュニティの防災活動が連携し、地域防

災力の向上を図る仕組みになっている。 
具体的には、地区防災計画の内容としては、計画の対象範囲、活動体制、防災訓練、物資

及び資材の備蓄、相互の支援等各地区の特性に応じて地区居住者等によって行われる防災活

動が想定されている。 
同制度の最大の特徴は、地域住民等が、市町村防災会議に対し、市町村地域防災計画に地

区防災計画を定めることを計画提案できることとしたことである。これは、共助に基づく自

発的な防災活動を促進し、各地区の特性に応じた実効性のある計画を定めるため、地域住民

等が、ボトムアップ型で、計画作成段階から参加できるようにしたものである。そのため、

計画提案が行われた場合には、市町村防災会議は、地域住民等の発意を積極的に受け止め、

                                                   
26 参議院災害対策特別委員５月 31 日議事録第４号 45 頁以下参照 
27 同６月７日議事録第５号 14 頁以下参照。 
28 同６月 12 日議事録第６号参照。なお、関係する国会の審議については、金（2015）参照。 
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その自発的な防災活動を最大限尊重することが期待されている29。 
 
4．地区防災計画制度の現状と課題 
「地区防災計画制度」は 2014 年４月に施行され30、それに先立って３月には、内閣府か

ら地域住民等向けの「地区防災計画ガイドライン」が公表された。また、６月には「平成 26
年版防災白書」で、「地区防災計画制度」を活用した地域防災力の強化が特集された。以下

では、これらについて紹介しつつ、同制度の現状と課題についてまとめる31。 
 
4.1 地区防災計画ガイドライン 
「地区防災計画ガイドライン」では、「地区防災計画制度」の特徴を①地域コミュニティ

主体のボトムアップ型の計画、②地区の特性に応じた計画、③継続的に地域防災力を向上さ

せる計画であるとしている32。 
つまり、地区の特性に応じて、自由な内容で計画を作成することができ、過去の災害事例

を踏まえ、想定災害について検討を行い、活動主体の目的やレベルにあわせて、地区の特性

に応じた項目を計画に盛り込むことが重要になる。 
地区防災計画を作成する目的は、地域防災力を高めて、地域コミュニティを維持・活性化

することであり、そのために、地区住民等が協力して活動体制を構築し、「災害時に、誰が、

何を、どれだけ、どのようにすべきか」等について規定することが重要になる。 
また、市町村等と連携して、毎年訓練を行うことが重要であり、その結果について検証を

行い、PDCA サイクルに従って活動や計画を改善することが重要である。 
 
4.2 平成 26 年版防災白書 
「平成 26 年版防災白書」の特集では、共助に焦点をあてて、地域防災力強化の方向性に

ついて、以下のように整理している。 
東日本大震災等のような大規模広域災害33時には、行政自身が被災して機能が麻痺する場

合があり、今後、そのような事態における被害を少なくするためには、地域コミュニティに

                                                   
29 災害対策法制研究会（2013）15 頁、災害対策基本法の運用に関する 2013 年３月 24 日課長通知及び

2014 年６月 21 日課長通知参照。 
30 本稿では詳述しないが、2013 年 12 月に議員立法で成立した「消防団を中核とした地域防災力の充実強

化に関する法律」では、市町村は、地区防災計画を定めた地区に、地区居住者等の参加の下、地域防災力

を充実強化するための具体的な事業に関する計画を定めることになった。 
31 内閣府（2014a）及び同（2014b）参照。 
32 ガイドライン作成時には、米国のタイムライン事前行動計画、中国の四川大地震を踏まえた社区におけ

る防災活動等についても調査が行われた。内閣府（2014b）33、46 頁、守・西澤・筒井・金（2014）、金

（2015）参照。 
33 本稿でいう「災害」とは、自然現象に起因する自然災害のほかに、人為的な原因による人災を含んだ概

念である（同法第２条第１項）。また、「大規模広域災害」とは、災害対策基本法上の「緊急災害対策本

部」が設置されるような「著しく異常かつ激甚な非常災害」（同法第 28 条の２）を指している。 
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おける自助・共助による「ソフトパワー」を効果的に活用することが不可欠である。 
地域コミュニティにおける地域活動と防災活動の関係は深く、地域活動の活性化が防災活

動の活発化につながり、それが地域防災力の強化にもつながる。 
事業者の防災に関する地域コミュニティとの協力関係も進展しており、事業者と地域住民

との連携・共生の促進が、地域コミュニティ全体の防災力の向上につながっていく。 
そして、地域防災力を向上させるためには、「地区防災計画制度」を普及させていく必要

があり、発災時に、地域住民等が、地区防災計画を活用して、行政と連携して、効果的な防

災活動を実施することが重要である。また、防災活動が、地域コミュニティにおける住民の

生活や事業者の活動等の維持・活性化につながるとされており、同制度が、地区の実情に応

じたきめ細かいまちづくりにも寄与する。 
 
4.3 地区防災計画モデル事業と今後の課題 
現在、「地区防災計画制度」に関する多様な取組が、全国で実施されており、内閣府では、

このような動きを推進する観点から、2014 年 10 月より、モデル事業を実施している。 
 具体的には、各地区における地域特性、社会特性、過去の災害対応、想定災害、市町村と

の連携の状況、計画作成に向けた準備状況等を総合的に勘案し、対象地区を選定しており、

2014 年度は 15 地区を選んでいる34。そして、内閣府では、①地区防災計画の作成、計画に

基づく訓練等に対する専門家等による助言、②地区防災計画の作成過程に関する事例集の作

成、事例発表会の開催等により、各地区の事例を全国に紹介している。 
 今後、このようなモデル事業を通じて、全国に同制度を普及させることが重要になるが、

その際には、単に計画の有無や計画の精巧さを競うのではなく、内閣府（2014b）の地区防

災計画の特徴としてあげられているような、①地域コミュニティ主体のボトムアップ型の計

画、②地区の特性に応じた計画、③継続的に地域防災力を向上させる計画という要件につい

て、十分に配慮した上で、各地区の状況を分析することが重要になると考える。 
また、内閣府（2014a）では、地域コミュニティにおいて、①人的なネットワーク、②お

互い様の意識（規範・互酬性）、③相互の信頼関係等が構築されている場合には、共助によ

る活動が盛んであり、防災や復興にも良い影響があると指摘しているが、その説明に当たっ

て、①～③のような要素を中心に社会的な効率性を高めるものであるとされるソーシャル・

キャピタル35という概念を使用している。このソーシャル・キャピタルは、「地区防災計画制

                                                   
34 対象地区は、①岩手県大槌町安渡地区、②福島県桑折町半田地区、③神奈川県横須賀市よこすか海辺ニ

ュータウンソフィアステイシア自主防災会、④新潟県燕市笈ヶ島地区、⑤石川県加賀市三木地区まちづく

り推進協議会（三木地区自主防災会）、⑥長野県長野市長野市長沼地区、⑦長野県下諏訪町第 1 区、⑧長

野県下諏訪町第 2 区、⑨静岡県静岡市葵区上足洗 3 丁目地区、⑩静岡県富士市富士駅南地区、⑪愛知県名

古屋市千種区大和学区連絡協議会、⑫愛知県美浜町布土区（時志区も含む布土小学校学区）、⑬三重県津市

香良洲町、⑭香川県高松市二番丁地区コミュニティ協議会、⑮宮崎県えびの市上大河平地区である。 
35 ソーシャル･キャピタルについては Coleman（1990）、Putnam（1993）参照。また、その定義に関す

る整理として、山内・田中・奥山編（2011）序章参照。防災とソーシャル・キャピタルの関係について川
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度」の性質を説明する上で、極めて適していると考える。 
さらに、内閣府（2014a）では、防災活動と地域活動との関係は極めて深く、地域活動を

通じてソーシャル・キャピタルを促進し、日頃の地域コミュニティにおける良好な関係を維

持することが、いざというときに地域コミュニティにおいて効果的な防災活動を実施するこ

とにつながるとしているほか、防災活動をきっかけに地域活動を通じたソーシャル・キャピ

タルが活発化し、地域コミュニティの良好な関係を構築することについても触れている。 
このような点を踏まえるならば、地域コミュニティにおける防災活動と地域活動、防災活動

とソーシャル・キャピタルは、相互に高め合うポジティブフィードバックな関係にあると思

われ、「地区防災計画制度」に基づく活動が、地域防災力の向上だけでなく、地域コミュニ

ティの維持・活性化、地区の実情に応じたきめ細かいまちづくり、事前復興36等にもつなが

っていく可能性があると考える37。 
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